新潟県 地域産業クラスター事業計画（フードテック・次世代食関連産業）の民間公募　応募様式

【事業者情報】
	企業名
	

	業種（産業中分類）
	

	本社住所
	〒

	法人番号
	

	直近決算期
	　　　　　　年　　　月期

	売上高　※税抜き
（うち、域外売上高）
	　　　　　　　　　円
(　　　　　　　　円)

	仕入高　※税抜き
（うち、域内仕入高）
	　　　　　　　　　円
（　　　　　　　　円）

	代表者名
	

	担当者名
	
（TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（メールアドレス：　　　　　　　　　　 ）


■域外売上高：売上高のうち、都道府県外に本社を置く企業者との取引高
■域内仕入高：仕入高のうち、都道府県内に本社を置く企業者との取引高
　※提出期限までに域外売上高・域内仕入高が算出できない場合は、空欄のままご提出ください。
○　県では、食資源の価値最大化を目指すフードテック産業クラスターの形成をコンセプトに、生産力向上だけでなく、最新技術や食品残渣の利用等により、食にまつわる資源を最大限活用できる産業構造の実現を目指しています。

○　クラスター形成に向けた課題と対応の方向性案や以下の募集テーマなどをご覧いただき、自社の将来像や今後の事業計画と照らした際に、国や県による重点的な支援を希望する場合には、以下の内容をご記入の上、６月19日（金）までにご提出ください。なお、計画更新等の機会に際し、追加募集を行う可能性もあります。
　　＜募集テーマ＞
　農林水産業・食料品製造業を中心とした食関連産業で、以下のテーマに関連する取組（これら以外の取組も歓迎します。）
　・生産過程の省人化・自動化やスマート化（AI・IoT）
　・環境配慮・再生型生産、未利用資源活用、アップサイクル、フードロス削減
　・植物性食品・代替タンパク質等の新規食品
　・機能性商品・完全栄養食・アレルギーフリー等の健康商品
　・食の価値の可視化（データ活用）や個別化対応

○　提出に当たっては、以下をご確認ください。
・検討中のものや最終投資判断に至っていない段階の事業（投資）計画でも登録いただいて構いません。ただし、事業計画は、今後5年後までをベースとし、10年後までを限度とします。
・重点支援企業の企業名公表以外は、提出いただいた情報の個別開示は致しません。
・重点支援企業に該当するかは、国の示す参考リストに照らし、確認します。採用された場合には、重点支援企業として内閣官房ホームページで公開される予定です。
・国の示す要件等も踏まえ、応募事業計画について、国・県の支援策を活用できるとは限りません。予めご了承ください。

【提出先】
（農業・林業・漁業法人、農林水産漁業者等の組織する団体の場合）
農林水産部 農業総務課 政策室　ngt060010@pref.niigata.lg.jp
（上記以外の場合）
産業労働部 産業政策課 産業政策グループ　ngt050010@pref.niigata.lg.jp

























（１）事業（投資）計画の概要
①該当するテーマ（募集テーマから選択、該当がない場合は、「その他」として、自由記載。）
	




②実施地域（生産施設・工場等の設備投資を予定している市町村名・エリアを記載。）
	




③事業（投資）内容
（事業概要、投資内容（工場増設・設備導入や研究開発投資等）・額、実施予定時期などを記載）
※　投資額については、概算値で構いませんが、導入予定の設備の概要や効果など、投資内容が分かる記載にしていただけますようお願いいたします。
※　段階的な投資を予定するものである場合には、簡便で構いませんので、当該事業（投資）計画の全体像をご記載ください。
	







④事業の効果
（国内シェア向上、海外輸出量増加、生産性向上、売上額向上、雇用創出数、食品残渣やフードロス削減量などの事業目標を記載）
　※　上記は例示であり、すべてを満たす必要はありません。自社の事業戦略上、重視する事業効果をご記載ください。
	







　⑤自社以外で計画に関係する事業者（他事業者と共同で取り組む性質のものである場合に記載）
	




（2）自社の将来像（自社の戦略・将来ビジョンとその中での当該事業の位置づけ等）
	













（３）当該事業の実施に当たっての課題（任意記載）
※（４）の行政支援策への要望・意見につながるものを想定していますが、それに限らず、ご記載いただいて構いません。
　　例１）●●％の生産性向上又は生産ラインでの○○名の人員省人化を実現するために、～～の設備を導入する必要があるが、自社負担のみでは、投資に至ることができず、△△の補助事業を活用したいが、～～～の観点から活用が困難。
　　例２）生産過程で～～～の廃棄物が生じるが、当該廃棄コスト削減の観点から、活用できる先を探したいものの、自社のネットワークのみでは困難。
	








（４）行政（国・県）に求める支援策への要望・意見（任意記載）
	









